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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

   ２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第82期中、第82期、第84期中は、１株当たり中間(当期)純損失

であるため記載していない。 

     なお、第82期中、第82期、第83期中、第83期、および第84期中については、潜在株式が存在しない。 

３ 従業員数は、就業人員である。 

  

  

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 27,556 21,496 23,522 49,125 43,178

経常利益（△損失） (百万円) △3,847 522 757 △3,878 663

中間(当期)純利益 
（△損失） 

(百万円) △3,320 596 △217 △2,840 672

純資産額 (百万円) 13,513 14,802 15,344 14,208 14,972

総資産額 (百万円) 39,160 45,359 54,963 45,690 52,382

１株当たり純資産額 (円) 83.44 91.40 94.76 87.74 92.46

１株当たり中間 
(当期)純利益（△損失） 

(円) △20.50 3.68 △1.35 △17.54 4.15

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.5 32.6 27.9 31.1 28.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △326 6,014 1,027 △104 7,835

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 257 △2,843 △3,138 1,105 △4,025

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 159 △1,684 △192 2,004 238

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,409 7,736 7,999 6,220 10,287

従業員数 (人) 1,328 1,429 1,494 1,385 1,438



  

(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

   ２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第82期中、第82期、第84期中は、１株当たり中間(当期)純損失

であるため記載していない。 

     なお、第82期中、第82期、第83期中、第83期、および第84期中については、潜在株式が存在しない。 

３ 従業員数は、就業人員である。 

  

  

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 27,176 21,101 23,112 48,367 42,361

経常利益（△損失） (百万円) △3,841 405 822 △3,915 630

中間(当期)純利益 
（△損失） 

(百万円) △3,310 522 △164 △2,840 654

資本金 (百万円) 8,414 8,414 8,414 8,414 8,414

発行済株式総数 (千株) 161,955 161,955 161,955 161,955 161,955

純資産額 (百万円) 13,294 14,496 15,140 13,977 14,721

総資産額 (百万円) 38,569 44,786 54,465 45,113 51,850

１株当たり純資産額 (円) 82.09 89.52 93.50 86.31 90.91

１株当たり中間 
(当期)純利益（△損失） 

(円) △20.44 3.23 △1.02 △17.54 4.04

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 0 0 0 0 0

自己資本比率 (％) 34.5 32.4 27.8 31.0 28.4

従業員数 (人) 1,068 1,103 1,205 1,061 1,121



２ 【事業の内容】 

    当中間連結会計期間において、当社グルーフ（当社及び当社の関係会社）は、事業の内容について重要な変更はない。 

  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者をのぞく就業人員である。 

   ２ 臨時従業員の総数は100分10未満であるため、記載を省略している。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数には、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。 

  

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は佐世保重工労働組合と称し、日本労働組合総連合会に属し、また同系の他造船産業労働組合と共に日本基幹

産業労働組合を組織している。また労使関係に特に記載すべき事項はなく、極めて安定している。  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

船舶 762

機械・鉄構 244

その他 356

全社(共通) 132

合計 1,494

従業員数(人) 1,205



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費や設備投資等内需の好調を背景に踊り場局面を脱し、景気

は拡大基調に復帰しつつあるものの、鋼材等資材価格や原油高等不安定要素も多く、先行きは不透明な状況が続い

ている。 

造船業界においては、本年1月から6月における世界の新造船受注量は28,859千総トンと前年同期比22.4％増加

し、高水準を維持した。一方、わが国では、多くの造船所が豊富な手持ち工事を有しており、また、選別受注の傾

向が強かったこと等から、同期間における新造船受注量は4,295千総トンと前年同期比38.8％減少した。 

機械業界においては設備投資の好調により活況が続いているが、鉄構業界においては公共投資が引き続き減少傾

向にあり、受注環境は厳しい状況が続いている。 

こうした状況において、当社グループは、受注高については4,996百万円と前年同期比84.9％減少し、売上高につ

いては23,522百万円となり、前年同期比9.4％増加した。損益面では、連結中間営業利益は801百万円となり、前年

同期比55.2％増加した。連結中間経常利益は757百万円となり、前年同期比45.0％増加した。減損損失等による特別

損失953百万円が発生したため、連結中間純損失は217百万円（前期連結中間純利益596百万円）となった。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

① 船舶 

船舶部門の受注高は、新造船の受注はなく、修理船として海上自衛隊や米海軍向け艦船工事および一般商船の定

検・中検工事等で船舶部門計899百万円と、前年同期比96.9%減少した。売上高は、新造船および修理船工事で計

19,367百万円となり、前年同期比6.8%増加した。当中間期に引渡した新造船は76千重量トンバルクキャリアー4隻、

75千重量トンタンカー1隻の計5隻である。損益面では、売上高の増加やコスト削減効果等が寄与し、営業利益は前年

同期比52.0％増加の997百万円となった。 

  

②機械・鉄構 

機械・鉄構部門の受注高は、機器工事として船舶用機器や一般産業機械等105件、鉄構工事では橋梁、水門など国

内公共工事を中心に26件、計3,646百万円となり、前年同期比10.7％減少した。売上高は、機器工事として船舶用機

器や一般産業機械等82件、鉄構工事では橋梁、水門など国内公共工事を中心に15件、計3,701百万円となり、前年同

期比27.7％増加しました。営業利益は、前年同期比97.9％増加の283百万円となった。 

  

③その他   

主な事業の内訳は、運輸業その他で、受注高は、450百万円となり、前年同期比1.8％減少した。売上高は、453百

万円となり、前年同期比0.6％減少した。営業損失は、23百万円（前年同期営業利益136百万円）となった。 

  

 所在地別業績は、対象となる在外子会社および支店がないため記載していない。 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の中間期末残高は、営業活動による

キャッシュ・フローが1,027百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが3,138百万円の支出、財務活動に

よるキャッシュ・フローが192百万円の支出となり、前年同期比262百万円増加（＋3.4％）の7,999百万円となっ

た。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の収入は、前年同期比4,986百万円の減少（△82.9％）となった。これは、売上高の増加に



伴い、売上債権の増加額による資金減少が、前年同期比7,193百万円増加したこと、及び仕入債務の増加額によ

る資金増加が、前年同期比2,364百万円増加したことが主な要因である。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の支出は、前年同期比295百万円の増加（＋10.4％）となった。これは、預入期間が３ヶ月

を超える定期預金の増加額が、前年同期比552百万円増加したこと、及び投資有価証券の取得による支出が、前年

同期比341百万円減少したことが主な要因である。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の支出は、前年同期比1,492百万円の減少（△88.6％）となった。これは、長期借入による

収入が、1,950百万円新たに発生したこと、及び短期借入金の返済による支出が、前年同期より379百万円増加した

ことが主な要因である。 

   

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) １ 金額は、販売価額による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

（注）１ 受注残高は、工事完成基準に基づいて記載している。当中間連結会計期間末の受注残高の内、船舶 

    11,535百万円、陸上4,498百万円を工事進行基準による売上高として計上している。 

２ 前連結会計年度末外貨建受注残高の為替レート変動による増加額440百万円は、当中間連結会計期間 

     末受注残高に加算している。 

   ３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

船舶 19,530 5.3 

機械・鉄構 4,428 24.9 

その他 453 0.1 

合計 24,412 8.3 

区分 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

船舶 899 △96.9 92,374 9.5 

機械・鉄構 3,646 △10.7 15,373 29.5 

その他 450 △1.8 0 △79.8 

合計 4,996 △84.9 107,748 11.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

船舶 19,367 6.8 

機械・鉄構 3,701 27.7 

その他 453 △0.6 

合計 23,522 9.4 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において新たに発生した事業および財務上の対処すべき課題は、次のとおりである。 

(1) 当社は鋼製橋梁事業に関して、公正取引委員会による独占禁止法に基づく排除勧告を受け、平成17年10月7日にこ

れを応諾した。当社としてはこれを厳粛に受け止め、外部の法律専門家を委員長とする橋梁問題調査委員会を設置

し、事実関係を再確認の上、今後の再発防止と堅固たる法令遵守体制の改善策、対応策の構築に取り組んでいる。 

(2) 鉄構業界においては、公共投資が引き続き減少の見通しにあり、経営環境の厳しさは続くものと予想されること

から、新たに鉄構事業部を新設し、技術研究による技術提案力向上とコストダウンによる価格競争力向上を目指

し、事業目標を達成するため、独立採算意識の向上、指揮命令系統の一本化、営業・設計・製作の一体化を図る。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、社是の一つである「顧客第一を旨とし、信頼に応え得る品質とサービスを

提供する」ことを基本精神に、伝統ある技術と豊富な実績を生かして、顧客の長期的な満足を得られる高品質製品の

研究・開発ならびに生産設備面での省力化、省エネ化を推進するため、次の事項に取組んでいる。 

なお、研究開発費の総額は14百万円である。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりである。 

（1）船  舶 

  新パナマックスバルク船殻構造、船型開発 

  アイスクラス耐氷タンカーの開発等 

  

（2）機械・鉄構 

  バルクキャリア用新型コンポジットボイラの応用解析ほか 

   

  

    

    



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

     当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

  提出会社 

  設備計画の内、当中間連結会計期間に完成したもの及びその完成年月は次のとおりである。 

  

（注）１．上記金額については消費税等を含まない。 

   ２．前連結会計年度末における設備計画について、当中間連結会計期間に重要な変更はない。 

  

  

 （2）当中間連結会計期間中に新たに確定した主要な設備計画は次のとおりである。 

（注）１．上記金額については消費税等を含まない。 

   ２．資金調達の方法としては、自己資金にてまかなう予定である。 

  

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

帳簿価格 

（百万円） 
完成年月 

佐世保造船所 

（長崎県 

佐世保市） 

船舶 新乙岸壁・CO2溶接機 1,742   平成17年4月～9月 

機械・鉄構 大型クランク旋盤（LL-7）改装 39   同上 

その他 生産設計CADシステムのPC化移行ほ

か 

52   同上 

小計   1,833   同上 

消去又は共通 
乙岸埋立地 

（面積㎡） 

967   
同上 

（3,794㎡） 

合計   2,800   同上 

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの名称 
計画内容 

予算金額 

（百万円） 

平成17年9
月30日まで
の 既支払
額 

  

着工予定 

年月 

完成予定年

月 

佐世保造船所 

（長崎県 

 佐世保市） 

機械・鉄構 塗装工場新設 70百万円 ― 
平成18年4

月 

平成19年3

月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 353,675,000

計 353,675,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年9月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 161,955,000 161,955,000

東京、大阪、各証
券取引所市場第一
部及び福岡証券取
引所 

― 

計 161,955,000 161,955,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

 平成17年4月１日～ 
 平成17年9月30日 

― 161,955 ― 8,414 ― 5,148



(4) 【大株主の状況】 

平成17年9月30日現在 

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。 

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社   11,301千株 

     日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社 6,399千株 

   ２．次の法人から、当中間期中に大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成１７年５月９日）、 

    次のとおり株式を所有している旨報告を受けているが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有 

    株式数の確認が出来ないので、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数 
に対する 

所有株式数の割合
(％) 

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番３号 12,659 7.82   

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 11,301 6.98   

シテイグループ・グローバル・

マーケツツ・インク  

（常任代理人 日興シテイーグ

ループ㈱） 

388 GREENWICH STREET NEW YORK, N.Y.10013 

U.S.A 

（東京都港区赤坂五丁目２番20号 赤坂パー

クビルヂング） 

7,869 4.86   

株式会社メタルワン 
東京都港区芝三丁目23番１号 セレステイン

芝三井ビル 
7,010 4.33   

ミズホ セキユリテイーズ ア

ジア リミテツド クライアン

ト アカウント 

（常任代理人 ㈱みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務

室） 

SUITES  901-907.  CITIC  TOWER  1  TIM  MEI 

AVENEW, CENTRAL HONG KONG 

  

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

6,754 4.17   

吉田海運株式会社 長崎県佐世保市三浦町２番16号 6,647 4.10   

日本トラステイ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,399 3.95   

シンコウ株式会社 東京都品川区南品川二丁目２番７号 4,150 2.56   

株式会社親和銀行 長崎県佐世保市島瀬町10番12号 3,179 1.96   

佐世保重工業佐栄会 長崎県佐世保市立神町無番地 2,624 1.62   

計 ― 68,592 42.35   

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式総数 

に対する 

所有株式数の割合

(％) 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 城山JTト

ラストタワー 
20,243 12.50   



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成17年9月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が138,000株(議決権138個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式99株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年9月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

  

  

  

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの、役員の異動は次のとおりである。 

  

（１）役職の異動 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  29,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

161,582,000 
161,582 ― 

単元未満株式 
普通株式 

344,000 
― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 
普通株式 

161,955,000 
― ― 

総株主の議決権 ― 161,582 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   

佐世保重工業株式会社 
東京都千代田区平河町

 二丁目3番24号 
29,000 ― 29,000 0.02

計 ― 29,000 ― 29,000 0.02

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 240 253 237 211 224 253

最低(円) 195 210 203 192 188 208



  

  

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日 

代表取締役専務取締役 
   （生産部門統括 
    兼鉄構事業部長） 

代表取締役専務取締役 
（生産部門統括） 

山 中 康 裕 平成１７年１１月１日 

取締役 
（鉄構事業部鉄構営業本部長） 

取締役 
  （鉄構営業本部長 

兼鉄構統括部長） 
松 永 静 男 平成１７年１１月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の中間財務諸表について

は、辰巳監査法人により中間監査を受けており、当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)

の中間連結財務諸表並びに当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、

中央青山監査法人及び辰巳監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２  9,424 12,158   12,673 

２ 受取手形及び売掛金    8,228 11,218   9,827 

３ 有価証券    33 33   33 

４ たな卸資産    1,212 2,083   1,150 

５ 繰延税金資産    ― 1,026   1,323 

６ その他    2,739 1,741   1,392 

貸倒引当金    △25 △32   △32 

流動資産合計    21,612 47.6 28,229 51.4   26,368 50.3

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

(1) 建物及び構築物   4,896   6,534 4,766   

(2) 機械装置及び 
  運搬具   2,595   2,451 2,488   

(3) 土地   8,074   9,450 8,074   

(4) 建設仮勘定   3,258   2,013 5,181   

(5) その他   935 19,760 1,031 21,481 943 21,453 

２ 無形固定資産    24 53   23 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 2,777   3,892 2,939   

(2) 繰延税金資産   ―   849 966   

(3) その他   1,529   884 983   

 貸倒引当金   △344 3,962 △428 5,198 △352 4,537 

固定資産合計    23,747 52.4 26,733 48.6   26,013 49.7

資産合計    45,359 100.0 54,963 100.0   52,382 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    12,766 15,627   13,138 

２ 設備関係支払手形    ― 1,185   905 

３ 短期借入金 ※２  2,198 1,677   3,334 

４ １年以内に償還予定 
  の社債 ※２  100 100   100 

５ 前受金 ※２  5,266 7,633   7,553 

６ 引当金    29 ―   ― 

７ 保証工事引当金    ― 28   31 

８ 受注工事損失引当金    ― 46   ― 

９ その他    894 878   1,289 

流動負債合計    21,254 46.9 27,175 49.5   26,352 50.3

Ⅱ 固定負債          

１ 社債 ※２  300 200   250 

２ 長期借入金 ※２  670 3,019   1,502 

３ 長期設備関係支払 
  手形    ― 367   735 

４ 退職給付引当金    7,988 8,601   8,275 

５ 特別修繕引当金    ― 41   70 

６ その他の引当金    60 ―   ― 

７ 繰延税金負債    ― ―   3 

８ その他    283 214   219 

固定負債合計    9,302 20.5 12,443 22.6   11,057 21.1

負債合計    30,557 67.4 39,618 72.1   37,409 71.4

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    8,414 18.6 8,414 15.3   8,414 16.1

Ⅱ 資本剰余金    5,148 11.3 5,148 9.4   5,148 9.8

Ⅲ 利益剰余金    820 1.8 678 1.2   896 1.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    420 0.9 1,106 2.0   516 1.0

Ⅴ 為替換算調整勘定    0 0.0 1 0.0   0 0.0

Ⅵ 自己株式    △1 △0.0 △3 △0.0   △2 △0.0

資本合計    14,802 32.6 15,344 27.9   14,972 28.6

負債及び資本合計    45,359 100.0 54,963 100.0   52,382 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    21,496 100.0 23,522 100.0   43,178 100.0

Ⅱ 売上原価    19,967 92.9 21,967 93.4   40,775 94.5

売上総利益    1,529 7.1 1,554 6.6   2,403 5.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  1,012 4.7 753 3.2   1,653 3.8

営業利益    516 2.4 801 3.4   749 1.7

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   4   5 9   

２ 受取配当金   14   22 19   

３ 為替差益   31   15 16   

４ その他   40 91 0.4 18 62 0.3 51 96 0.2

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   69   83 144   

２ 支払手数料   ―   13 13   

３ その他   16 85 0.4 10 106 0.5 25 182 0.4

経常利益    522 2.4 757 3.2   663 1.5

Ⅵ 特別利益          

１ 投資有価証券売却益   7   ― 13   

２ 貸倒引当金戻入益   ―   ― 6   

３ 固定資産売却益   63 70 0.3 3 3 0.0 91 111 0.3

Ⅶ 特別損失          

１ 産業廃棄物処理費用   ―   ― 745   

２ 固定資産処分損 ※２ 8   576 22   

３ 固定資産減損損失 ※３ ―   306 ―   

４ その他   ― 8 0.0 70 953 4.0 ― 767 1.8

税金等調整前中間 
(当期)純利益又は 
税金等調整前中間 
純損失(△) 

   584 2.7 △192 △0.8   6 0.0

法人税、住民税 
及び事業税   46   8 16   

法人税等調整額   △58 △11 △0.1 16 25 0.1 △682 △665 △1.6

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    596 2.8 △217 △0.9   672 1.6

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,148 5,148   5,148

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  5,148 5,148   5,148

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   223 896   223

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間(当期)純利益 596 596 ― ― 672 672

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 中間純損失 ― ― 217 217 ― ―

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  820 678   896

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益又は税金等調整前 
中間純損失(△) 

 584 △192 6

減価償却費  409 442 839

固定資産減損損失  ― 306 ―

貸倒引当金の増加額 
(減少：△) 

 △91 75 △76

退職給付引当金の増加額  634 326 921

保証工事引当金の増加額 
(減少：△) 

 4 △3 6

受注工事損失引当金の 
増加額 

 ― 46 ―

特別修繕引当金の増加額 
(減少：△) 

 △6 △29 3

受取利息及び受取配当金  △19 △28 △28

支払利息  69 83 144

為替差益  △29 △15 △19

投資有価証券売却益  △7 － △13

有形固定資産売却益  △63 △3 △90

投資その他の資産売却益  ― ― △1

有形固定資産除却損  8 576 22

投資有価証券評価損  ― 29 ―

売上債権の減少額 
(増加：△) 

 5,803 △1,390 4,207

たな卸資産及び前払金の 
増加額 

 △886 △1,221 △997

未収消費税等の増加額  △479 △39 △201

その他流動資産の増加額  △117 △9 △124

仕入債務の増加額  22 2,386 434

前受金の増加額  719 79 3,007

その他の流動負債の 
減少額 

 △528 △327 △82

その他  1 1 1

小計  6,028 1,093 7,959

利息及び配当金の受取額  18 30 27

利息の支払額  △75 △77 △139

法人税等の受取額 
(支払：△) 

 42 △17 △12

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 6,014 1,027 7,835



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金の増加額 

 △1,220 △1,772 △1,919

有形固定資産の取得 
による支出 

 △1,432 △1,389 △2,028

無形固定資産の取得 
による支出 

 ― △35 △7

有形固定資産の売却 
による収入 

 115 4 142

投資有価証券の売却・ 
償還による収入 

 36 ― 70

投資有価証券の取得 
による支出 

 △341 ― △372

投資その他の資産の売却 
による収入 

 ― 3 1

貸付による支出  △1 ― △1

貸付金の回収による収入  7 4 13

その他固定資産の減少額  0 42 82

その他固定負債の減少額 
(増加：△) 

 △6 4 △7

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,843 △3,138 △4,025

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

長期借入による収入  ― 1,950 1,051

短期借入金の返済 
による支出 

 △1,545 △1,925 △546

長期借入金の返済 
による支出 

 △82 △166 △164

社債の償還による支出  △50 △50 △100

配当金の支払額  △5 △0 △0

その他  △0 △0 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,684 △192 238

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 29 15 19

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額(△減少額) 

 1,516 △2,288 4,067

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 6,220 10,287 6,220

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 7,736 7,999 10,287

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数 ６社 

  連結子会社は、㈱エヌ

エヌユー、㈱サセホ興

産、㈱つくもサ－ビス、

佐世保重工設計㈱、佐重

工興産㈱、㈱西九州商事

である。 

(イ)連結子会社の数 ６社 

  同左 

(イ)連結子会社の数 ６社 

  同左 

  (ロ)非連結子会社の数 

２社 

  非連結子会社は、佐世

保重工業(香港)有限公

司、エス アイ ガスセ

ンターサービス㈱の２社

である。 

  いずれも小規模会社で

あり、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)

は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結

の範囲から除いている。 

(ロ)非連結子会社の数 

２社 

   同左 

(ロ)非連結子会社の数 

２社 

  非連結子会社は、佐世

保重工業(香港)有限公

司、エス アイ ガスセ

ンターサービス㈱の２社

である。 

  いずれも小規模会社で

あり、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)

は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範

囲から除いている。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(イ)持分法適用の非連結子

会社数      ２社 

  佐世保重工業(香港)有

限公司 

  エス アイ ガスセン

ターサービス㈱ 

(イ)持分法適用の非連結子

会社数      ２社 

   同左 

(イ)持分法適用の非連結子

会社数      ２社 

   同左 

  (ロ)持分法の適用会社のう

ち、中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社に

ついては、各社の中間会

計期間に係る中間財務諸

表を使用している。 

(ロ) 同左 (ロ)持分法の適用会社のう

ち、決算日が連結決算日

と異なる会社について

は、各社の事業年度にか

かる財務諸表を使用して

いる。 

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

(ハ)持分法を適用しない関

連会社数     ２社 

 持分法非適用会社（㈱九

十九島観光ホテル、伊万里

湾ポ－トサ－ビス㈱）は、

中間純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性

がないため、持分法の適用

会社から除外している。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は中間連結決算日と一致し

ている。 

   同左  連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は一致して

いる。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 



  

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

している。) 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   同左 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定してい

る。) 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

   同左 

   時価のないもの 

   同左 

   ②たな卸資産 

   主として原材料及び

貯蔵品は移動平均法に

よる原価法による。半

成工事は個別法による

原価法による。 

 ②たな卸資産 

   同左 

 ②たな卸資産 

   同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の

減価償却方法 

  有形固定資産 

   定率法を採用してい

る。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであ

る。 

  建物及び構築物 

２～60年 

  ドック船台 20～45年 

  機械装置及び運搬具 

２～17年 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却方法 

  有形固定資産 

   同左 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却方法 

  有形固定資産 

   同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失の発生に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

している。 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

   同左 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ②退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

いる。 

   なお、会計基準変更

時差異(4,353百万円)

については、８年によ

る均等額を費用処理し

ている。 

   また、過去勤務債務

は、その発生年度に費

用処理し、数理計算上

の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数

(５年)による定率法に

より翌連結会計年度か

ら費用処理することと

している。 

 ②退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

いる。 

   なお、会計基準変更

時差異(4,353百万円)

については、８年によ

る均等額を費用処理し

ている。 

   また、過去勤務債務

は、その発生年度に費

用処理し、数理計算上

の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数

(５年)による定率法に

より翌連結会計年度か

ら費用処理することと

している。 

 ②退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上し

ている。 

   なお、会計基準変更

時差異(4,353百万円)

については、８年によ

る均等額を費用処理し

ている。 

   また、過去勤務債務

は、その発生年度に費

用処理し、数理計算上

の差異は、各連結会計

年度の発生時における

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による定率法に

より按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理する

こととしている。 

   ③保証工事引当金 

   製品の保証工事費の

支出に充てるため、保

証期間内の保証工事費

用見積額を引当計上し

ている。 

 ③保証工事引当金 

   同左 

 ③保証工事引当金 

   同左 

   ④特別修繕引当金 

   船舶の特別修繕費の

支出に充てるため、過

年度の実績を基礎にし

て修繕見積額を引当計

上している。 

 ④特別修繕引当金 

   同左 

 ④特別修繕引当金 

   同左 

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

 ⑤受注工事損失引当金 

   未引渡工事のうち、

当中間連結会計期間末

時点で損失の発生する

可能性が高いと見込ま

れ、かつ、当該損失を

合理的に見積もること

が可能な工事につい

て、当下半期以降の損

失見積額を計上してい

る。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

   同左 

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

   同左 

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

(ホ)重要なヘッジ会計の 

方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしているため、特例処

理を採用している。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 （ヘッジ手段） 

  金利スワップ 

 （ヘッジ対象） 

  借入金 

(3)ヘッジ方針 

  社内規定に基づき、金

利変動リスクをヘッジし

ている。 

(4)ヘッジ有効性評価の方

法 

  特例処理によっている

金利スワップ取引のみの

ため、有効性の評価を省

略している。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



  

  

会計処理の変更 

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

(ヘ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項 

 ①売上高の計上方法 

   売上高及び売上原価

は、完成基準に基づ

き、これを計上してい

る。 

   ただし、請負金額が

１億円以上で、かつ、

工事期間が１年超(艦

船修理工事については

３ヶ月超)の工事につ

いては、工事進行基準

により計上している。 

  

 ②消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっている。 

(ヘ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

①収益及び費用の計上 

方法 

   売上高は、完成基準

に基づき、これを計上

している。 

   ただし、請負金額が

１億円以上で、かつ、

工事期間が１年超(艦

船修理工事については

３ヶ月超)の工事につ

いては、工事進行基準

により計上している。 

  

 ②消費税等の会計処理 

   同左 

  

  

(ヘ)その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項 

①収益及び費用の計上 

方法 

   売上高及び売上原価

は、完成基準に基づ

き、これを計上してい

る。 

   ただし、請負金額が

１億円以上で、かつ、

工事期間が１年超(艦

船修理工事については

３ヶ月超)の工事につ

いては、工事進行基準

により計上している。 

 ②消費税等の会計処理 

   同左 

  

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなる。 

   同左    同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用してい

る。 

 これにより税金等調整前中間純損

失は306百万円増加している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除している。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

 流動負債の「設備関係支払手形」は、当中間連結会計

期間において重要性が増したため区分掲記することとし

た。なお、前中間連結会計期間の「支払手形及び買掛

金」には「設備関係支払手形」42百万円が含まれてい

る。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

流動資産及び固定資産の「繰延税金資産」及び流動負

債の「保証工事引当金」「特別修繕引当金」は、当中間

連結会計期間から、より明瞭に表示するため区分掲記す

ることとした。なお、前中間連結会計期間の流動資産の

「その他」には911百万円、投資その他の資産の「その

他」には816百万円の「繰延税金資産」が含まれてお

り、流動負債の「引当金」は「保証工事引当金」29百万

円、固定負債の「その他の引当金」は「特別修繕引当

金」60百万円である。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

営業外費用「支払手数料」は、当中間連結会計期間に

おいて営業外費用の総額の100分の10を超えたため区分

掲記することとした。なお、前中間連結会計期間の「そ

の他」には「支払手数料」4百万円が含まれている。 



  
追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（退職給付会計） 

 従来、数理計算上の差異は、平均

残存勤務年数６年に基づく定率法に

より費用処理していたが、平均残存

勤務年数が短縮されたことに伴い、

費用処理期間５年に変更した。 

 この結果、従来の方法に比べ、当

中間連結会計期間の退職給付引当金

は33百万円増加し、経常利益及び税

金等調整前中間純利益は33百万円減

少している。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

（退職給付会計） 

 従来、数理計算上の差異は、平均

残存勤務年数６年に基づく定率法に

より費用処理していたが、平均残存

勤務年数が短縮されたことに伴い、

費用処理期間を５年に変更した。 

 この結果、従来の方法に比べ、当

連結会計年度の退職給付引当金は67

百万円増加し、経常利益及び当期純

利益は67百万円減少している。 

  

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会（平成

16年２月13日）に基づき、平成16年

４月１日以降に開始する連結会計年

度から法人事業税の付加価値割及び

資本割55百万円については、販売費

及び一般管理費に計上している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、35,103百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、35,930百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、35,450百万円である。 
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりである。 

預金 2,553百万円

有形固定資産 8,059 〃 

投資有価証券 2,038 〃 

計 12,650 〃 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1) 固定資産のうち建物427百万円、

土地800百万円及び下記の6,765

百万円（工場財団組成）につい

ては、短期借入金745百万円、長

期借入金2,721百万円の担保に供

している。 

 建物及び構築物 3,450 百万円

 ドック船台 825

 機械装置及び
運搬具 

1,224

 工具器具備品 2

 土地 1,261

 計 6,765

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 固定資産のうち建物440百万

円、土地800百万円及び下記の

6,630百万円（工場財団組成）に

ついては、短期借入金745百万

円、長期借入金1,887百万円の担

保に供している。 

建物及び構築物 3,376 百万円

ドック船台 756  

機械装置及び 
運搬具 

1,233  

工具器具備品 2  

土地 1,261  

計 6,630  

 

   担保付債務は、次のとおりで

ある。 

短期借入金 1,493百万円

１年以内に償還 
予定の社債 

100 〃 

前受金 2,542 〃 

社債 300 〃 

長期借入金 670 〃 

計 5,105 〃 

 (2) 投資有価証券1,226百万円は、

１年以内償還予定社債100百万

円、社債200百万円の担保に供し

ている。 

(2) 投資有価証券2,172百万円は、

短期借入金500百万円、１年以内

償還予定社債100百万円、社債

250百万円の担保に供している。 

 (3) 定期預金4,614百万円は、前受

金4,614百万円の担保に供してい

る。 

(3) 定期預金3,181百万円は、前受

金3,181百万円の担保に供してい

る。 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりである。 

給料手当 346百万円

引合費用 61 〃 

退職給付費用 41 〃 

試験研究費 287 〃 

その他 275 〃 

合計 1,012 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりである。 

給料手当 297百万円

引合費用 34 〃

退職給付費用 28 〃

試験研究費 14 〃

貸倒引当金
繰入額 

75 〃

その他 301 〃

合計 753 〃

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりである。 

  

給料手当 623百万円

引合費用 93 〃 

退職給付費用 92 〃 

試験研究費 324 〃 

その他 521 〃 

合計 1,653 〃 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

※２ 主なものは建設仮勘定除却損

575百万円である。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

※３ (1)減損損失を認識した資産

グル-プ及び減損損失額 

   （用途）遊休 

   （種類）土地 

   （場所）長崎県佐世保市 

       有福町（白毛地区） 

       ほか 

   （金額）306百万円 

  (2)資産のグル－ピングの方法 

   資産のグル－ピングは、原則

として事業の種類別セグメン

ト単位とし、遊休資産は個々

の物件単位でグル－ピングし

ている。 

  (3)減損損失の認識に至った経

緯 

   当該遊休資産において、市場

価格が下落したため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し

た。 

  (4)回収可能価額の算定方法 

   回収可能価額は、正味売却価

額により算定し、不動産鑑定評

価額を使用している。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金勘定 9,424百万円

有価証券 33 

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△1,720 

現金及び現金同等物 7,736 

    

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 12,158百万円

有価証券 33

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△4,192

現金及び現金同等物 7,999

  

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金勘定 12,673百万円

有価証券 33 

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△2,419 

現金及び現金同等物 10,287 

  



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

    
取得価額
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

  75   14   60

工具器具
備品   185   53   131

ソフトウ
ェア   95   11   83

合計   355   80   275

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

    
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

  81  26  55

工具器具
備品   200  93  106

ソフトウ
ェア   328  45  283

合計   610  165  445

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び
運搬具

75   20   54 

工具器具
備品 182   72   110 

ソフトウ
ェア 167   27   140 

合計 425   119   305 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

   同左 (注)  取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定している。  

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 70百万円

１年超 204 〃 

合計 275 〃 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 125百万円

１年超 319 〃

合計 445 〃

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 84百万円

１年超 220 〃 

合計 305 〃 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

   同左 (注)  未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定している。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 34百万円

減価償却費 
相当額 

34 〃 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 46百万円

減価償却費
相当額 

46 〃

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 73百万円

減価償却費
相当額 

73 〃 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   該当事項なし 

２ オペレーティング・リース取引 

   同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   同左 



(有価証券関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 1,804百万円 2,502百万円 698百万円 

(2) 債券       

   社債 20 20 0 

(3) その他 117 117 0 

合計 1,941 2,639 698 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 159百万円

  取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 1,807百万円 3,647百万円 1,840百万円 

(2) 債券       

   社債 20 20 0 

(3) その他 117 117 0 

合計 1,944 3,784 1,840 

非上場株式 129百万円



Ⅲ 前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

(1) その他有価証券 

  

  

  取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1) 株式 1,807百万円 2,665百万円 857百万円 

(2) 債券       

   社債 20 20 0 

(3) その他 117 117 0 

合計 1,944 2,802 857 

非上場株式 159百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)) 

該当事項なし 

  

当中間連結会計期間(当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)) 

 該当事項はなし。 

   なお、金利スワップ取引を行っているが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いている。 

  

前連結会計年度(前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)) 

取引の時価等に関する事項 

    (1)通貨関連 

     (注) １. 時価の算定方法 

        取引金融機関から提示された価格に基づき算定している。 

        ２. ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

契約額等 
契約額等のうち

１年超 
時価 評価損益 

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

市場取
引以外
の取引 

為替予約取引      

 売建      

  米ドル 355 ─ 361 △6 

合計 355 ─ 361 △6 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

  
船舶 
(百万円) 

機械・鉄構
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 

    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

18,142 2,898 455 21,496 ― 21,496

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 1,170 1,170 (1,170) ―

計 18,142 2,898 1,626 22,667 (1,170) 21,496

営業費用 17,485 2,755 1,490 21,731 (751) 20,980

営業利益 656 143 136 936 (419) 516

  
船舶 
(百万円) 

機械・鉄構
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 

    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

19,367 3,701 453 23,522 ― 23,522

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 17 647 664 (664) ―

計 19,367 3,718 1,100 24,186 (664) 23,522

営業費用 18,370 3,435 1,123 22,929 (208) 22,720

営業利益（△損失） 997 283 △23 1,257 (455) 801



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 船舶    油送船、貨物船、石炭運搬船、鉱石運搬船、木材運搬船、LPG船、冷凍運搬船、コン 

        テナ船、艦艇、海洋調査船等の建造、改造及び修理 

(2) 機械・鉄構 製鉄機械、プレス機械、熱交換機、冷凍装置、造水装置、圧力装置、塔槽類、舶用ボ 

        イラー、フィンスタビライザー等各種舶用機械、クランク軸等各種ディーゼル機関部 

        品、舵構造、橋梁、水門扉、水圧鉄管、タンク、鉄骨、ケーブルクレーン、鋼製プール 

(3) その他   運輸、設備管理、ゴルフ場、各種代理店、その他 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおり。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、在外連結子会社及び支店がないため記

載していない。 

  

  
船舶 
(百万円) 

機械・鉄構
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 

    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

34,849 7,391 938 43,178 ― 43,178

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― 2,089 2,089 (2,089) ―

計 34,849 7,391 3,027 45,268 (2,089) 43,178

営業費用 33,765 7,095 2,908 43,769 (1,340) 42,429

営業利益 1,083 296 119 1,498 (749) 749

  
前中間連結 
会計期間 

当中間連結
会計期間 

前連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額(百万円) 

419 439 747
提出会社の総務部門等 
管理部門に係る費用 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区別は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 中米    パナマ 

(2) 欧州    ギリシャ、イギリス 

(3) アジア   中国、香港、シンガポ－ル 

(4) アフリカ  リベリア 

(5) その他   米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４ 当中間連結会計期間において、「欧州」地域への売上高が当中間連結売上高の10％を超えたため区分掲記することとし

た。なお、前中間連結会計期間の海外売上高の「その他」には56百万円、前連結会計年度の「その他」には279百万円の

「欧州」向け売上高が含まれている。 

  

  中米 アジア アフリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 10,435 4,673 79 336 15,525

Ⅱ 連結売上高(百万円)   21,496

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

48.5 21.7 0.4 1.6 72.2

  中米 欧州 アジア アフリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 12,918 2,702 1,411 43 288 17,363

Ⅱ 連結売上高(百万円)   23,522

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

54.9 11.5 6.0 0.2 1.2 73.8

  中米 アジア アフリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 20,477 9,220 182 898 30,779

Ⅱ 連結売上高(百万円)   43,178

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

47.4 21.4 0.4 2.1 71.3



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 91円40銭 １株当たり純資産額 94円76銭 １株当たり純資産額 92円46銭

１株当たり 
中間純利益金額 

3円68銭
１株当たり 
中間純損失金額 

1円35銭
１株当たり
当期純利益金額 

4円15銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、潜在株
式が存在しないため記載していな
い。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額については、１株当
たり中間純損失であり、また、潜在
株式が存在しないため記載していな
い。 

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、潜在株
式が存在しないため記載していな
い。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)(百万円) 

596 △217 672 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)(百万円) 

596 △217 672 

普通株式の期中平均株式数(株) 161,936,796 161,927,637 161,935,046 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

 当社は、公正取引委員会による独
占禁止法に基づく排除勧告を受け、
平成17年10月７日にこれを応諾し
た。この結果一部では指名停止を受
けており、また、今後課徴金等の処
分を受け当社の業績に影響を及ぼす
可能性があります。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金 ※２ 9,170   11,909 12,440   

 ２ 受取手形   463   493 457   

 ３ 売掛金   7,686   10,644 9,302   

 ４ たな卸資産   1,202   2,071 1,139   

５ 繰延税金資産   ―   1,011 1,314   

 ６ その他   2,773   1,854 1,444   

貸倒引当金   △100   △91 △107   

流動資産合計    21,197 47.3 27,893 51.2   25,991 50.1

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※1,2        

 (1) 建物   3,143   2,984 3,065   

 (2) 構築物   1,745   3,543 1,693   

 (3) 機械装置   2,521   2,386 2,422   

 (4) 土地   8,042   9,418 8,042   

 (5) 建設仮勘定   3,258   2,013 5,181   

 (6) その他   972   1,067 978   

有形固定資産合計   19,683   21,414 21,382   

 ２ 無形固定資産   21   49 19   

 ３ 投資その他の資産          

 (1) 投資有価証券 ※２ 2,648   3,752 2,808   

 (2) 繰延税金資産   ―   847 965   

 (3) その他   1,579   935 1,034   

  貸倒引当金   △344   △428 △352   

投資その他の資産 
合計   3,884   5,107 4,455   

固定資産合計    23,589 52.7 26,571 48.8   25,858 49.9

資産合計    44,786 100.0 54,465 100.0   51,850 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形   9,243   11,177 9,471   

 ２ 設備関係支払手形   ―   1,185 905   

 ３ 買掛金   3,538   4,394 3,624   

 ４ 短期借入金 ※２ 2,198   1,677 3,334   

 ５ １年以内に償還 
   予定の社債 ※２ 100   100 100   

 ６ 未払法人税等   49   37 68   

 ７ 前受金 ※２ 5,265   7,632 7,552   

 ８ 保証工事引当金   29   28 31   

 ９ 受注工事損失引当 
   金   ―   46 ―   

１０ その他   723   768 1,145   

流動負債合計    21,147 47.2 27,047 49.7   26,234 50.6

Ⅱ 固定負債          

 １ 社債 ※２ 300   200 250   

 ２ 長期借入金 ※２ 670   3,019 1,502   

 ３ 長期未払金   150   81 91   

 ４ 長期設備関係支払 
   手形   ―   367 735   

 ５ 退職給付引当金   7,960   8,568 8,244   

 ６ 特別修繕引当金   60   41 70   

固定負債合計    9,141 20.4 12,277 22.5   10,894 21.0

負債合計    30,289 67.6 39,324 72.2   37,128 71.6



  

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    8,414 18.8 8,414 15.4   8,414 16.2

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   5,148   5,148 5,148   

資本剰余金合計    5,148 11.5 5,148 9.5   5,148 9.9

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   1,456   1,456 1,456   

 ２ 任意積立金   70   70 70   

 ３ 中間(当期)未処理 
  損失   1,002   1,036 871   

利益剰余金合計    523 1.2 490 0.9   655 1.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    412 0.9 1,091 2.0   506 1.0

Ⅴ 自己株式    △1 △0.0 △3 △0.0   △2 △0.0

資本合計    14,496 32.4 15,140 27.8   14,721 28.4

 負債資本合計    44,786 100.0 54,465 100.0   51,850 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    21,101 100.0 23,112 100.0   42,361 100.0

Ⅱ 売上原価    19,719 93.5 21,525 93.1   40,059 94.6

売上総利益    1,381 6.5 1,587 6.9   2,301 5.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    984 4.7 719 3.1   1,617 3.8

営業利益    397 1.9 867 3.8   683 1.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  91 0.4 61 0.3   129 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  83 0.4 106 0.5   181 0.4

経常利益    405 1.9 822 3.6   630 1.5

Ⅵ 特別利益 ※３  70 0.3 3 0.0   111 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４  8 0.0 953 4.1   767 1.8

税引前中間純利益 
又は税引前中間 
(当期)純損失(△) 

   467 2.2 △127 △0.5   △25 △0.1

法人税、住民税 
及び事業税   5   6 12   

法人税等調整額   △60 △55 △0.3 30 37 0.2 △692 △679 △1.6

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    522 2.5 △164 △0.7   654 1.5

前期繰越損失    1,525 871   1,525 

中間(当期)未処理 
損失    1.002 1,036   871 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

  

   移動平均法による原

価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会

社株式 

   同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式 

  

   同左 

  

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定) 

     時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

   同左 

   時価のないもの 

   同左 

  (2) たな卸資産 

  原材料及び貯蔵品 

   移動平均法による原

価法 

  半成工事 

   個別法による原価法 

(2) たな卸資産 

  原材料及び貯蔵品 

   同左 

  

  半成工事 

   同左 

(2) たな卸資産 

  原材料及び貯蔵品 

   同左 

  

  半成工事 

   同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用してい

る。 

  なお、主な耐用年数は

以下の通りである。 

 建物及び構築物 

２～60年 

 ドック船台  20～45年 

 機械装置及び車輌運搬具 

２～17年 

(1) 有形固定資産 

   同左 

(1) 有形固定資産 

   同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用してい

る。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用している。 

(2) 無形固定資産 

   同左 

(2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失の発生に備えるため、

一般の債権については貸

倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につ

いては個別の回収可能性

を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

(1) 貸倒引当金 

   同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してい

る。 

  なお、会計基準変更時

差異(4,353百万円)につ

いては、８年による均等

額を費用処理している。 

  また、過去勤務債務

は、その発生年度に費用

処理し、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内

の一定の年数(５年)によ

る定率法により翌事業年

度から費用処理すること

としている。 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してい

る。 

  なお、会計基準変更時

差異(4,353百万円)につ

いては、８年による均等

額を費用処理している。 

  また、過去勤務債務

は、その発生年度に費用

処理し、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内

の一定の年数(５年)によ

る定率法により翌事業年

度から費用処理すること

としている。 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き計上している。 

  なお、会計基準変更時

差異(4,353百万円)につ

いては、８年による均等

額を費用処理している。 

  また、過去勤務債務

は、その発生年度に費用

処理し、数理計算上の差

異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内

の一定の年数(５年)によ

る定率法により翌事業年

度から費用処理すること

としている。 

  (3) 保証工事引当金 

  製品の保証工事費の支

出に充てるため、保証期

間内の保証工事費用を見

積り計上している。 

(3) 保証工事引当金 

   同左 

(3) 保証工事引当金 

   同左 

  (4) 特別修繕引当金 

  船舶の特別修繕費の支

出に充てるため、過年度

の実績を基礎にして修繕

見積額を引当計上してい

る。 

(4) 特別修繕引当金 

   同左 

(4) 特別修繕引当金 

   同左 

  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (5) 受注工事損失引当金 

  未引渡工事のうち、当

中間会計期間末時点で損

失の発生する可能性が高

いと見込まれ、かつ、当

該損失を合理的に見積も

ることが可能な工事につ

いて、当下半期以降の損

失見積額を計上してい

る。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

   同左    同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ ヘッジ会計の方法 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ (1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについて

は特例処理の要件を満た

しているため、特例処理

を採用している。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

    (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

（ヘッジ手段） 

  金利スワップ 

（ヘッジ対象） 

  借入金 

  

    (3) ヘッジ方針 

  社内規定に基づき、金

利変動リスクをヘッジし

ている。 

  

    (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

  特例処理によっている

金利スワップ取引のみの

ため、有効性の評価を省

略している。 

  

５ その他中間財務諸

表作成のための基

本となる重要な事

項 

(1) 売上高の計上方法 

 売上高及び売上原価は、

完成基準に基づき、これを

計上している。 

 ただし、請負金額が１億

円以上で、かつ、工事期間

が１年超（艦船修理工事に

ついては３ヶ月超）の工事

については、工事進行基準

により計上している。 

  

(2) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜き方式に

よっている。 

(1) 収益及び費用の計上 

基準 

 売上高は、完成基準に基

づき、これを計上してい

る。 

 ただし、請負金額が１億

円以上で、かつ、工事期間

が１年超（艦船修理工事に

ついては３ヶ月超）の工事

については、工事進行基準

により計上している。 

(2) 消費税等の会計処理 

   同左 

(1) 収益及び費用の計上 

基準 

売上高及び売上原価は、

完成基準に基づき、これを

計上している。 

 ただし、請負金額が１億

円以上で、かつ、工事期間

が１年超（艦船修理工事に

ついては３ヶ月超）の工事

については、工事進行基準

により計上している。 

 (2) 消費税等の会計処理 

   同左 



  
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。 

 これにより税引前中間純損失は

306百万円増加している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除している。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

  

 流動負債の「設備関係支払手形」は、当中間会計期間

において重要性がましたため区分掲記することとした。

なお、前中間会計期間の「支払手形」には「設備関係支

払手形」42百万円が含まれている。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

 流動資産及び固定資産の「繰延税金資産」は、当中間

会計期間から、より明瞭に表示するため区分掲記するこ

ととした。なお、前中間会計期間の流動資産の「その

他」には911百万円、投資その他の資産の「その他」に

は816百万円の「繰延税金資産」が含まれている。 



  
追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（退職給付会計） 

 従来、数理計算上の差異は、平均

残存勤務年数６年に基づく定率法に

より費用処理していたが、平均残存

勤務年数が短縮されたことに伴い、

費用処理期間５年に変更した。 

 この結果、従来の方法に比べ、当

中間会計期間の退職給付引当金は33

百万円増加し、経常利益及び税引前

中間純利益は33百万円減少してい

る。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

  

（退職給付会計） 

 従来、数理計算上の差異は、平均

残存勤務年数６年に基づく定率法に

より費用処理していたが、平均残存

勤務年数が短縮されたことに伴い、

費用処理期間を５年に変更した。 

 この結果、従来の方法に比べ、当

事業年度の退職給付引当金は67百万

円増加し、経常利益及び当期純利益

は67百万円減少している。 

  

（外形標準課税） 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会（平成

16年２月13日））に基づき、平成16

年４月１日以降に開始する事業年度

から法人事業税の付加価値割及び資

本割55百万円については、販売費及

び一般管理費に計上している。 



  
注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、34,842百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、35,657百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、35,180百万円である。 
 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次

のとおりである。 

預金 2,553百万円

有形固定資産 8,059 〃 

投資有価証券 2,038 〃 

計 12,650 〃 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 固定資産のうち建物427百万

円、土地800百万円及び下記の

6,765百万円（工場財団組成）に

ついては、短期借入金745百万

円、長期借入金2,721百万円の担

保に供している。 

 建物及び構築物 3,450 百万円

 ドック船台 825

 機械装置及び
運搬具 

1,224

 工具器具備品 2

 土地 1,261

 計 6,765

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 固定資産のうち建物440百万

円、土地800百万円及び下記の

6,630百万円（工場財団組成）に

ついては、短期借入金745百万

円、長期借入金1,887百万円の担

保に供している。 

建物及び構築物 3,376 百万円

ドック船台 756  

機械装置及び
運搬具 

1,233  

工具器具備品 2  

土地 1,261  

計 6,630  

 

   担保付債務は、次のとおりで

ある。 

短期借入金 1,493百万円

１年以内に償還
予定の社債 

100 〃 

前受金 2,542 〃 

社債 300 〃 

長期借入金 670 〃 

計 5,105 〃 

 (2) 投資有価証券1,226百万円は、

１年以内償還予定社債100百万

円、社債200百万円の担保に供し

ている。 

 (2) 投資有価証券2,172百万円は、

短期借入金500百万円、１年以内

償還予定社債100百万円、社債

250百万円の担保に供している。 

 (3) 定期預金4,614百万円は、前受

金4,614百万円の担保に供してい

る。 

 (3) 定期預金3,181百万円は、前受

金3,181百万円の担保に供してい

る。 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 4百万円

 生保配当金 
 及び保険金 

12 〃 

 為替差益 31 〃 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 5百万円

 生保配当金
 及び保険金 

7 〃

 為替差益 15 〃

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 8百万円

生保配当金
 及び保険金 

39 〃 

為替差益 16 〃 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 69百万円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 83百万円

 支払手数料 13 〃

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 144百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

 固定資産 
 売却益 

63百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

 固定資産
 売却益 

3百万円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産
 売却益 

91百万円

※４    ＿＿＿＿＿ ※４ 特別損失のうち主要なもの 

 固定資産
 処分損 
（建設仮勘定 
 除却損） 

575百万円

 固定資産
 減損損失 

306 〃

※４ 特別損失のうち主要なもの 

産業廃棄物
 処理費用 

745百万円

 ５    ＿＿＿＿＿  ５ 減損損失 

  (1)減損損失を認識した資産グ

ル-プ及び減損損失額 

   （用途）遊休 

   （種類）土地 

   （場所）長崎県佐世保市 

       有福町（白毛地区） 

       ほか 

   （金額）306百万円 

  (2)資産のグル－ピングの方法 

   資産のグル－ピングは、原則

として事業の種類別セグメン

ト単位とし、遊休資産は個々

の物件単位でグル－ピングし

ている。 

  (3)減損損失の認識に至った経

緯 

   当該遊休資産において、市場

価格が下落したため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し

た。 

  (4)回収可能価額の算定方法 

   回収可能価額は、正味売却価

額により算定し、不動産鑑定

評価額を使用している。 

 ５    ＿＿＿＿＿ 

 ６ 減価償却実施額 

 有形固定資産 399百万円

 無形固定資産 1 〃 

 ６ 減価償却実施額 

 有形固定資産 431百万円

 無形固定資産 5 〃

 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 819百万円

無形固定資産 3 〃 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

    
取得価額
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

  75   14   60

工具器具
備品   185   53   131

ソフトウ
ェア   95   11   83

合計   355   80   275

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

    
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

  81  26  55

工具器具
備品   200  93  106

ソフトウ
ェア   328  45  283

合計   610  165  445

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び
運搬具

75   20   54 

工具器具
備品 182   72   110 

ソフトウ
ェア 167   27   140 

合計 425   119   305 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

   同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 70百万円

１年超 204 〃 

合計 275 〃 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 125百万円

１年超 319 〃

合計 445 〃

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 84百万円

１年超 220 〃 

合計 305 〃 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

   同左 (注)  未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定している。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 34百万円

減価償却費 
相当額 

34 〃 

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 46百万円

減価償却費
相当額 

46 〃

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 73百万円

減価償却費
相当額 

73 〃 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   該当事項なし 

２ オペレーティング・リース取引 

   同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   同左 



(有価証券関係) 

「有価証券」(子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く)に関する注記については、中間連結財務諸表における注

記事項として記載している。 

なお、前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はない。 

  

(１株当たり情報) 

前中間会計期間及び当中間会計期間については中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

 (１) 平成17年11月18日に開催の取締役会において、当期の中間配当(商法第293条の５条１項に規定する金銭の分配)はこれを行わ

ない旨決議した。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  

 当社は、公正取引委員会による独
占禁止法に基づく排除勧告を受け、
平成17年10月７日にこれを応諾し
た。この結果一部では指名停止を受
けており、また、今後課徴金等の処
分を受け当社の業績に影響を及ぼす
可能性があります。 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項なし。 

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第83期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の 
訂正報告書 

  上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年10月27日 
関東財務局長に提出 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年11月19日

佐世保重工業株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保

重工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、佐世保重工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

   辰巳監査法人 

 代表社員 
 業務執行社員 

公認会計士  飯  野  美 智 彦  ㊞ 

 業務執行社員 公認会計士  寺  尾     潔  ㊞ 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

佐 世 保 重 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保重工業株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、佐

世保重工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 
  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は公正取引委員会による独占禁止法に基づく排除勧告を受け、平成１７年１

０月７日に応諾した。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

辰 巳  監  査  法  人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 辰 巳   正 

      

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 竹 正 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年11月19日

佐世保重工業株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保

重工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、佐世保重工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

   辰巳監査法人 

 代表社員 
 業務執行社員 

公認会計士  飯  野  美 智 彦  ㊞ 

 業務執行社員 公認会計士  寺  尾     潔  ㊞ 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

佐 世 保 重 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐世保重工業株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、佐世保重工

業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会

計基準により中間財務諸表を作成している。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は公正取引委員会による独占禁止法に基づく排除勧告を受け、平成１７年１

０月７日に応諾した。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

辰 巳  監  査  法  人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 辰 巳   正 

      

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 竹 正 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藥 袋 政 彦 
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